
2026年度 介護職員等処遇改善加算＆福祉・介護職員等処遇改善加算 

（介護・障害）について（内規） 

（令和 8年 4、5月分） 

 

平成 24年 4月 1日からの介護職員処遇改善加算を、引き続き支給したいと思います。 

各事業所（居宅系・養護・委託事業を除く）の毎月の介護報酬収入に対し、国が示した率を乗じ 

た金額が加算収入となり、その金額を上回る賃金改善を行うことになっています。 

そこで、恵仁会としては事業所別に 1人当りの金額を設定し、毎月の給与で処遇改善手当として 

支給し、賃金改善を行います。 

介護職員処遇改善加算収入の取り扱い基本ルール 

○介護職員処遇改善加算収入は原則、法人合算とするが、支給金額は事業種別ごとに稼働状況・ 

 加算取得状況を加味した上で金額を設定する。 

○訪問介護事業所については、介護保険・障害福祉の兼ね合い及び、登録ヘルパーの勤務形態を 

 考慮し、支給金額を設定する。 

支給時期：令和 8年 6、7月給与 

          計算式） （介護報酬×率‐法定福利費） ÷ 対象者 

 

 

支給金額予定額 （月給与） 

名称 金額 備考 

処遇改善手当 1 
20,000円 フルタイム ※契約 20,000円×勤務時間割合 

7,000円 パート、登録ヘルパー 

処遇改善手当 2 2,000円／回 長寿園看護夜勤（介護職が行う夜勤） 

長寿園Ｈ勤務  

2,000円 キャリア段位：レベル認定（1名につき） 

処遇改善手当 3 ※現在なし 登録ヘルパー巡回（22時～6時） 

処遇改善手当 4 3,000円 介護福祉士手当 

処遇改善手当 5 

10,000円 高卒者正規登用時調整 

 夜勤分調整 

①夜勤旧単価・新単価差額 

②夜勤未実施職種事業所への異動差額（自己都合除く） 

③管理者夜勤調整分 

中途採用時前職調整 

特殊勤務手当 

処遇改善手当 6  60歳以上昇給相当分 

特定処遇改善手当 

 特定処遇改善手当（※常勤換算にて支給）  

①月々 3,000円～20,000円の範囲にて支給 

②年末年始手当（3,000円／日、1,500円／半日） 

処遇改善手当 8 

 嘱託職員・契約職員住宅手当相当分 

家賃の 50％上限（住宅手当+処遇改善手当 8） 

※上限、住宅手当+処遇改善手当 8の合計で 10,000円 



ベア加算手当 

+ 

■新加算上乗せ分 

7,000円 

  + 

4,000円 

 

 

4,000円 

  + 

3,000円 

 

介護職員フルタイム   その他※7,000円×勤務時間割合 

 

■新加算上乗せ分 ※4,000円×勤務時間割合 

 

 

その他の職種フルタイム その他※4,000円×勤務時間割合 

 

■新加算上乗せ分 ※3,000円×勤務時間割合 

 

（賞与） 

名称 金額 備考 

処遇改善 1 

※基準額 

30,000円～60,000円 勤続年数 6ヶ月以上 3年未満 

40,000円～100,000円 勤続年数 3年以上 5年未満 

50,000円～140,000円 勤続年数 5年以上 

処遇改善 2 10,000円 訪問介護職員夜間待機従事者 

処遇改善 3 0円～30,000円 賞与時処遇改善加算収入に応じて支給 

 

●その他の賃金改善方法 

 ○夏季賞与及び冬季賞与時の役職手当上乗せ分（介護業務従事者のみ）を賃金改善に含む。 

 

 ○平成 24年 4月 1日より支給の、契約・嘱託職員への扶養手当及び住宅手当分を賃金改善に 

  含む。 

 

 ○役職手当（介護職員）について、3,000円～25,000円の範囲にて上乗せ支給する。 

  （※売上や定員、職員数に応じて支給する） 

 

 〇夏季賞与及び冬季賞与時に支給。 

 

 〇精算が必要な時は、期末賞与、一時金等にて支給。 

  

○上記内容にて支給した金額に対する社保負担額。 

 

●上記の賃金改善を行い、処遇改善加算収入に残額がでるようであれば、賞与や 3月時の一時金 

 等で還元する予定である。 

 

注）処遇改善加算については、収入に対して計算をするので、収入の増減により、支給する手当 

  の金額変動があります。 

 

注）介護職員等処遇改善加算、福祉・介護職員等処遇改善加算（介護・障害事業）については、 

有期の制度なので、処遇改善手当（特定・ベア手当含む）についても同じ扱いとなります。 


